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目標 Ⅴ 多様なニーズに対応した教育の推進 

施策 13 障害のある子供への支援・指導の充実 

主な取組 

○ インクルーシブ教育システムの構築の視点に立った特別支援教育の推進 

○ 教職員の特別支援教育に関する専門性向上 

○ 特別支援学校などにおける医療的ケアの充実 

○ 障害のある子供たちの自立と社会参加を目指したキャリア教育・職業教育の推進（施策11にも記載） 

○ 障害者雇用の推進（施策17にも記載） 

○ 障害のある子供たちの生涯学習の推進 

担当課 財務課、高校教育指導課、特別支援教育課、ＩＣＴ教育推進課、義務教育指導課 

主な事業 

事業名 
予算額 

（千円） 
事業の概要・実績 事業の自己評価 担当課 

共生社会の形

成に向けた特

別支援教育推

進事業 

10,311 

小中高等学校等の校内支援体制の整備を推進するため、特別支援学

校のセンター的機能の充実を図る。 

○特別支援学校によるセンター的機能の実施 

・センター的機能による支援件数：11,650件 

○連絡協議会の実施 

支援籍学習の円滑な実施や充実を図るため、好事例を共有する場を設け

る。 

○市町村教育委員会と特別支援学校担当者による支援籍実践研究協議  

 会の開催 

・参加者数：92人 

切れ目ない相談体制を整備するため、研修会等を実施する。 

○幼稚園・保育所から小学校へ支援をつなぐ特別支援教育研修 

・実施回数：２回  

・参加人数：965人 

○特別支援学校教諭の２種免許状取得のための免許法認定講習の実施 

・講座数：17講座（定員3,056人） 

児童生徒一人一人の教育的ニーズに応じた支援や指導の充実を図る  

ため、研修会等を実施し、教職員の専門性を高める。 

○小・中学校等、高等学校、特別支援学校の管理職及び教職員を対象にし

た特別支援教育に係る研修会等の実施 

〇インクルーシブ教育システム研修会の実施 

特別支援学校のセンター的機能の中核を担う特別支援学校の特

別支援教育コーディネーターを対象に連絡協議会を実施した。セン

ター的機能の役割などを説明した上で、愛着障害・発達障害の理解

について講義を行うとともにグループ協議を行った。参加した教職

員からは、センター的機能に係る自身の役割や業務内容を整理する

ことができた、といった意見が寄せられ、アンケート回答では全て

の教職員から本協議会が十分役に立つ・ある程度役に立つとの評価

を得た。センター的機能の充実に寄与したと考えるが、協議の時間

が足りなかったという意見も見られたため、適切な時間配分に課題

がある。 

支援籍学習の円滑な実施や充実につながる好事例について、特別

支援学校や市町村教育委員会が発表する機会を設定した。また、各

市町村における取組について情報共有する機会を設けた。初めて担

当になったため、他市町村の実践例を聞くことで参考になったとの

意見も見られた。アンケート回答では参加者の９割以上が、役に立

つ、ある程度役に立つ、と回答していることから、支援籍学習の円

滑な実施や充実に寄与したと考える。 

幼稚園・保育所から小学校へ支援をつなぐ特別支援教育研修につ

いて、実施後のアンケート回答では研修の内容が、とても理解でき

た、理解できたが９割を超えた。今後も継続して実施することで、

支援をつなぐことができる人材を育成していく。 

特教 
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特別支援学校教諭免許状保有率向上に資するため、定員の増（88

名分）及び受講講座数の制限を緩和することで、受講者数232名の増

を図り、2,904人の受講を許可することができた。課題としては、受

講者のニーズに合わせた講座の開設や、講師１名あたりの受講枠の

増の検討が上げられる。 

今後も特別支援学校教諭免許状の保有率向上に向けて、受講者数

の拡大を図る 

インクルーシブ教育システム研修会においては、合理的配慮の提

供に関する講義と好事例の発表を行った。県内全ての教職員がいつ

でも受講できるよう、オンデマンド配信として公開した。 

インクルーシブ教育システムの構築の視点に立った特別支援教

育を推進していく上で、小中高等学校等の校内支援体制の充実と教

員の専門性向上を図る必要がある。今後も特別支援学校のセンター

的機能充実のための連絡協議会や免許状認定講習の受講者数拡大

等を行うことで、教育環境の整備を図っていく。 

12,797 

【高等学校支援体制推進事業】 

ノーマライゼーション教育の理念に基づき、障害のある生徒が安

心・安全な学校生活を送れるようにするため、県立高校における教育

環境の整備を行う。 

〇特別支援教育課との連携 

・コーディネーター専門性向上研修や巡回支援員による支援 

〇通級指定校において通級指導の実施、教材等の整備を行い、適正な 

指導体制の在り方の研究  

・高等学校における通級による指導の研究実施：８校 

 

ユニバーサルデザインを取り入れた授業作りなどの合理的

配慮について、理解を促すために研修や情報提供等を行った。

特別支援教育課の行っている「コーディネーター専門性向上研

修」や「巡回支援員による支援」などにおいて、連携を取りな

がら校内支援体制の整備を進めることができた。 

また、通級指定校において、通級指導を実施した。臨床心理

士若しくは同等の資格を有する専門家又は特別支援教育の経

験者若しくは特別支援教育について学んでいる支援員を活用

し、通級による指導の校内体制の整備を進め、障害のある生徒

が安心・安全な学校生活を送れるようにした。通級を実施する

高校数の拡大が課題である。 

高指 

9,936 

【小中学校支援体制推進事業】 

小・中学校等の特別支援学級及び通級指導教室の担当教員（主に担当経

験が３年未満で、経験の浅い教員を対象）の育成のため特別支援教育推進

専門員を小・中学校等へ派遣する。 

・派遣回数：779回 

特別支援教育推進専門員による指導・助言は、市町村教育委員会、

小・中学校等からの評価は高く、毎年多くの派遣要請がある。 

指導・助言による特別支援教育担当教員の育成、各学校の支援体

制の充実を通して、障害のある児童生徒一人一人のニーズに応じた

教育的支援の充実を図ることができた。 

義指 

特別支援学校

医療的ケア体

制整備事業 

311,445 

特別支援学校に通学する医療的ケアが必要な幼児児童生徒が安心 

して学習できる環境作りを進めるため、主治医及び相談医の指導助 

言の下、看護師資格を有する教員や一定の研修を修了した教員が医療 

的ケアを実施する。  

〇相談医による医療的ケアに対する助言及び指導  

・28名の医師を相談医として委嘱し、120回の巡回指導を実施。  

安全、安心な医療的ケアを学校で実施するためには、医療的

ケア児の状態により、保護者の付き添いが必要となる場面があ

る。  

こうした保護者付き添いの現状を踏まえ、通学支援事業の利

用者増加への対応といった、医療的ケア体制整備事業を充実さ

せることで、保護者負担の軽減を図ることができた。  

特教 
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〇担当教員（認定特定行為業務従事者）研修会の実施  

・実施日：８月６日～８日（３日間）  

・参加者数：75名（うち実地研修基礎研修まで修了者58人） 

〇特別支援学校医療的ケア体制整備事業運営協議会の開催  

〇看護教員研修会の実施  

・実施日：８月５日  

・参加者数：31名  

○県看護協会主催研修会への教員派遣  

・実施日：各研修会の実施日程による  

・参加者数：13人  

〇医療的ケア児の通学支援の実施  

・利用者数：78人  

〇医療的ケアに係る校内体制の整備  

・入学当初の保護者付き添い解消に向け相談医を早期に派遣  

・看護師をモデル対象校へ委託事業により派遣し、医療的ケア体制の 

充実を図った 

引き続きそれぞれの取組を進め、事例を積み重ねていくこと 

で、更なる保護者付き添いの解消を図っていくことが課題であ 

る。   

 

自立と社会参

加を目指す特

別支援学校整

備事業 

1,449,699 

特別支援学校における児童生徒増に対応するため、「埼玉県特別支

援教育推進計画」に基づき、既存特別支援学校における教育環境の整

備・充実を図る。 

なお、新たな過密対策（既存校３校の増改築）について、令和８年

度当初予算に計上した。 

〇県立川口特別支援学校の校舎増築 

〇県東部地域特別支援学校（仮称）の新設 

〇県西南部地域特別支援学校（仮称）の新設 

〇県立和光南特別支援学校の校舎等改築 

〇既存特別支援学校の教育環境整備等 

特別支援学校に在籍する児童生徒は今後も増加する見込み

であり、過密対策が必要であると考える。引き続き、特別支援

学校における過密状況を改善するため、効果的な手法について

検討を行い、特別支援学校の教育環境の整備充実に取り組んで

いく。 
特教 

特別支援学校における児童生徒増に対応するため、「埼玉県特別支

援教育推進計画」に基づき、既存特別支援学校における教育環境の整

備・充実を図る。 

なお、新たな過密対策（既存校３校の増改築）について、令和８年

度当初予算に計上した。 

〇県立川口特別支援学校の校舎増築 

〇県東部地域特別支援学校（仮称）の新設 

〇県西南部地域特別支援学校（仮称）の新設 

〇県立和光南特別支援学校の校舎等改築 

〇既存特別支援学校の教育環境整備等 

計画どおり、新設校設置及び既存校の改築に向けた基本設

計、既存校の増築に向けた工事を行った。引き続き、特別支援

学校における過密状況を改善するため、特別支援学校の教育環

境の整備充実に取り組んでいく。 

 
財務 
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自立と社会参

加を目指す特

別支援学校就

労支援総合推

進事業(施策

11、17にも掲

載) 

 

127,510 

○民間企業における障害者雇用の実態や課題を学び、特別支援学校に

おける進路指導の改善を図るため、教員が企業や就労支援事業所で

研修を行う。 

○３Ｄ（３Ｄａｙｓ）意識向上民間研修を実施 

・実施校数 53校(全県立特別支援学校） 

○就労支援アドバイザーの配置 

・実施校数 53校(全県立特別支援学校） 

○企業向け学校公開の実施 

・実施校数 47校 実施回数234回 

○ハローワーク等との共同職場開拓 

・実施校数 47校 実施回数125回 

○企業、生徒、保護者、教員による四者面談の実施 

・東西南北の４か所で実施 生徒、保護者、教員計 127 人参加 

○障害者雇用促進に向けたモデル推進事業（チームぴかぴか）の実施 

各事業を通じて、教員の資質向上を図り、生徒と企業のマッチン

グ力を向上させるとともに、民間企業の知見の活用、実習先の開拓

を行うことができた。特別支援学校高等部で一般就労を希望する生

徒の令和７年度の就労実現率は93.4%で、令和６年度と同様となっ

た。 

就労実現率については最終目標値を達成したが、各事業について

は、各校進路指導主事と連携をして更に内容の充実を図り、引き続

き就職希望者の進路実現に向けて取組を進めていく必要がある。 
特教 

障害のある子

供たちの超ス

マート社会を

生き抜く力を

育むＩＣＴ環

境 整 備 事 業

（施策４、11、

20にも掲載） 

171,405 

県立特別支援学校においてＩＣＴ活用による個別最適化された学

びを実現するため、ＩＣＴ環境を整備する。 

〇タブレット端末等の保守・管理：53校（分校含む。） 

〇学校間ネットワークの保守・管理：53校（分校含む。） 

〇授業目的公衆送信補償金制度の活用 

各種ＩＣＴ機器等の保守・管理により、個別最適化された学

びを実現するための環境整備を進めることができた。 

ICT 

施策指標の達

成状況・原因

分析 

●（再掲）特別支援学校高等部で一般就労を希望する生徒の就職率（％） ［出典：埼玉県による実績調査］ 

特教 

 

 

【原因分析】 

最終目標を達成した主な要因は、特別支援学校就労支援総合推

進事業の成果として、就労を希望する生徒と障害者の雇用を希望

する企業とのマッチングがうまくいったこと、高等部１年次に就

労を希望した生徒に、企業就労に求められる力を身に付けること

ができたことであると考えられる。令和７年度に実施した学校へ

のアンケート結果によると、「生徒の実習受け入れ」や「企業情

報の収集及び職場開拓」は、生徒や教員が、実習や採用に向けた

情報を企業から直接的に入手できる取組として相対的に評価が

高かった。 

また、障害者雇用率制度の改正等により、企業の障害者雇用の

ニーズが高まったことも要因であると考えられる。 

ただし、就労希望生徒の実態が異なるなど、年度によって就職

率に差が生じることがあるため、要因について引き続き、分析し

ていく必要がある。 

83

86

89

92

95

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

実績 85.9 85.4 93.4 93.4

年度目標値 90.3 90.7 91.1 91.5 91.9
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学識経験者の

意見・提言 

過去の障害のある子どもと通常学級の隔たりが大きかった時代と比べ、インクルーシブ教育の推進により共に学び合う環境が整いつつあることは大きな

進歩である。受け入れる子どもたちや障害のある子どもたち自身の声を積極的に発信し、相互理解を深めていくことが重要である。加えて、多様化する障害

に対応するため、教職員の専門知識向上と外部支援の活用を進め、負担軽減を図りつつ教育体制の充実を期待する。 

支援籍学習の推進については高く評価するが、保護者の声など、利用者の声や事例をホームページ等で積極的に発信し、広く理解と共感を深めていくこと

が望ましい。また、特別支援学校の児童生徒数増加に対応して、免許未取得教員に対する認定講習制度の充実も大変意義深く、今後も継続して取り組んでほ

しい。 

今後の取組 

特別支援学校における児童生徒増に対応するため、埼玉県特別支援教育推進計画に基づき教育環境の整備・充実を図る。 財務 

公開授業を含む通級連絡協議会（通級指定校担当教員及び管理職対象）を実施して、通級指定校の実践を共有する通級実施校拡大に向けて、他
県への視察、情報収集を行い、通級の在り方について検討を進める。また、特別支援教育推進事業に係る高校拠点校での巡回支援及び研修会にお
いて、外部専門家を活用して、教職員の専門知識向上と校内支援体制の充実を図る。さらに、教員対象研修会において、特別支援教育の事例を共
有し、各校での支援、指導に生かす。 

高指 

 インクルーシブ教育システム構築の視点に立った特別支援教育の推進のため、支援籍学習を行った児童生徒等の声や支援籍学習の事例等の発信
をするとともに、特別支援学校教諭免許状保有率の向上に向けて引き続き、認定講習を計画的に実施していく。 

特教 

引き続き、各種ＩＣＴ機器等の保守・管理により、個別最適化された学びを実現するための環境整備を進めていく。 ICT 

特別支援教育の経験の浅い教員が専門的な知識や実践的な指導方法を学べるよう、市町村教育委員会や学校の要請に基づき特別支援教育推進専
門員を派遣し、専門性を持った教員を育成していく。また、市町村教育委員会に対し、特別支援学級担当教員の免許法認定講習の受講を働き掛け
ていくとともに、特別支援教育に係る教員の資質・能力向上に資する研修会を充実させていく。 

義指 
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目標 Ⅴ 多様なニーズに対応した教育の推進 

施策 14 不登校児童生徒・高校中途退学者等への支援 

主な取組 

○ 教育相談活動の推進（施策７にも記載） 

○ 不登校の未然防止の推進 

○ 不登校児童生徒への支援の推進 

○ 意欲に応える学習機会の提供 

○ 高校中途退学防止対策の推進 

○ 高校中途退学者等の社会的自立に向けた支援 

担当課 高校教育指導課、生徒指導課 

主な事業 

事業名 
予算額 

（千円） 
事業の概要・実績 事業の自己評価 担当課 

いじめ･不登

校対策相談事

業（施策７、

15、17にも掲

載） 

1,221,256 

（給与費

含む） 

生徒指導上の諸課題に対応するため、教育相談体制を整備・充実

する。 

〇スクールカウンセラー（ＳＣ）の配置（心理に関する支援） 

・配置先：小学校677校、中学校352校、全日制高等学校30校、 

定時制高等学校10校、教育事務所４所、総合教育セン 

ター  

・オンライン相談を週５日実施。 

〇スクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）の配置（福祉に関する支 

援） 

・配置先：59市町村、全日制高等学校24校、定時制高等学校８校、 

教育事務所４所 

・オンライン相談を週２日実施。 

〇中学校相談員配置助成事業 

中学校相談員を配置する市町村に対する助成金の交付 

・助成先：62市町村 

令和７年度も引き続き、ＳＣ・ＳＳＷともに全公立学校において利用で

きる体制を整備した。 

児童生徒とその保護者からの相談に対応するほか、教職員に対して心理・

福祉等の面から支援に関する指導・助言を行うなどの活動を通じて、学校

の教育相談力の向上を図ることができた。 

相談員を配置する市町村（さいたま市を除く。）に対し助成することに

より、全公立中学校において相談員が配置され、学校の教育相談体制の充

実を図ることができた。 

一方で、教育相談体制の整備については、全国的な不登校児童生徒の増

加やヤングケアラーの認知度向上などの心理的・福祉的ニーズの高まりに

対して、現状の配置が適正なものか、また、現在配置されているＳＣ・Ｓ

ＳＷ等が十分に活用されているのかについては確認の必要があり、ニーズ

に応え得る体制の整備について引き続き検証・検討していく必要がある。 

生指 

9,919 

（給与費

含む） 

【ＳＣ・ＳＳＷによるオンライン相談】 

対面での相談が難しい生徒やＳＣ等を直接配置していない学校

の教職員からの支援に関する相談を実施するため、オンラインツー

ルを活用して相談等を実施する。 

〇スクールカウンセラーによるオンライン相談の実施（週５日） 

・相談実績：延べ相談件数132件 

対面での相談に抵抗のある生徒や、ＳＣ等を直接配置していない学校の

教職員からの支援に関する相談などについて、オンラインツールを活用し

て相談や助言を行うことができた。 

一方で、前年度に比べると相談件数は増加しているものの、活動日数に

対して相談実績が少ないことから、より多くの生徒・保護者や教職員から

の相談を受けられるよう効果的な広報活動等について検討していく必要が 

生指 
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〇スクールソーシャルワーカーによるオンライン相談の実施（週 

２日） 

・相談実績：延べ相談件数1件 

ある。 

ＳＮＳを活用

した教育相談

体制整備事業

（施策７、15

にも掲載） 

18,729 

 県内の中学生・高校生が抱える様々な悩みや不安等に対応するた

め、ＳＮＳを活用した相談窓口を開設する。 

・対象：さいたま市立学校を除く県内国・公・私立中高生 

（約330,000人） 

・相談実績：実相談者数605人、延べ相談件数1,463件 

令和７年度は広報カードの配布に加え、リーフレットを用いた広報など

窓口周知に引き続き努めた。 

相談者アンケートにおいては、相談をした者のうち、約73％の子供が「気

持ちが軽くなった」と回答するなど、県内の中学生・高校生が抱える様々

な悩みや不安等に寄り添った対応ができた。 

また、昨年度に比して、実相談者数、延べ相談件数が増加していること

を踏まえて、引き続き、より多くの子供に当窓口を活用してもらえるよう

な体制や効果的な広報活動を実施していく。 

生指 

メタバース空

間を活用した

不登校児童生

徒支援事業 

33,253 

不登校児童生徒等の多様な教育機会の確保や相談・指導の機会を

充実するため、メタバース空間に不登校児童生徒等の居場所・学び

の場を設置し、学習支援や相談支援を実施する。 

〇支援対象 

・埼玉県公立小中学校に在籍する不登校児童生徒 

〇運営体制 

・35市町教育委員会が参加し、運営共同体を構築 

・各教育事務所による協議会（月１回程度） 

・市町教委による朝の会・学習支援（週２～３日） 

〇関係機関との連携講義 

・県立博物館や県内企業等による講義（月３回程度） 

・全国19道府県とのオンライン体験プログラム 

〇オンライン支援員・学習指導員の配置 

・オンライン支援員は毎日10時～15時に常駐 

・学習指導員は毎日45分の講義を実施 

〇教育相談体制の充実 

・ＳＣ週４日、ＳＳＷ週３日配置 

・関わった延べ人数 491人 

・相談件数     227件 

〇利用実績と評価 

・登録者数 409人 

・日常利用 60～70人／日 

・児童生徒 約85％が「参加してよかった」 

・保護者  約86％が「事業を評価できる」 

令和７年９月から、学校には行きにくいと感じているものの、オンライ

ンでの学習意欲を持つ児童生徒を対象に、メタバース空間という新しい学

習環境を提供することで、安心して学べる居場所と継続的な学習機会の構

築に取り組んできた。 

オンライン学習では、参加市町がそれぞれの専門性や地域資源を生かし、

「興味・関心を喚起する内容」や「クイズなど受講者参加型の内容」を取

り入れることで、児童生徒の学習意欲が向上した。 

さらに、アバターを介した間接的なコミュニケーションは、対人関係に

課題を抱える児童生徒にとって安心感が得られた。実際に、本事業を通じ

て、対人スキルの向上と自信醸成が進み、自ら学校への登校につながった

児童生徒も確認できた。 

利用者からは、「自分のペースで参加できるため、安心して利用してい

る」「人と話すことは好きなので参加できて楽しい」といった感想があった。

また、保護者からは、「子供との会話のきっかけになる」「メタバースで外

とのつながりができて良かった」といった感想があった。 

今後は、参加市町村拡大を見据えた負担軽減策や、更なる取組内容の充

実を図ることで、不登校児童生徒やその保護者、在籍校にとって魅力ある

空間になるよう努め、児童生徒の社会的自立を支援していく。 

生指 
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課題を抱える

生徒のための

学習支援プラ

ン（施策１、15

にも掲載） 

16,113 

【学習支援】 

生徒の基礎学力の定着及び学習意欲の向上を図るため、県立

高校に学習サポーターを配置する。指定校は、授業及び長期休

業中の講義等において学習サポーターを活用した学習支援を

実施するとともに、生徒の実態に応じた学習指導や教育課程の

編成等について研究し、組織的に授業改善に取り組む。また、

生徒の状況等を踏まえ必要に応じＩＣＴを活用した基礎学力

の定着の徹底にも取り組む。 

全日制 25校 定時制 21校 

学習サポーターを活用した取組が進むことで、学習支援を受けた生徒の

うち、79.3％が学習への意欲が向上し、78.6％が授業への理解を深めるこ

とができた。また、学習サポーターに対し、本事業への理解を深めること

が課題であったため、令和５年度から活動前研修を実施し学習支援に係る

基礎的な知識や配置校での役割、不祥事防止などの内容を取り上げている。 高指 

中途退学の防

止 
0 

 中途退学の防止及びやむを得ず中途退学した者の社会的自

立につなげるため、関係機関と連携して支援を行う。 

〇「高校生活に関する相談会」の実施 

・年２回開催 参加者136組 

〇地域等と連携した中途退学防止事業 

・中途退学防止に関する取組実施校（20校） 

中途退学を考えている生徒や中途退学者等を対象に相談会を実施

し、多部制定時制や通信制の県立高等学校及び地域若者サポートス

テーションにつながる機会を提供することで、相談会の参加者に対し

就労を含む様々な選択肢を提示するとともに、社会的自立を促すこと

ができた。 

 また、学校生活への適応に関する支援の充実を図るため、中途退学

防止に向けた取組を実践する学校を募り、地域等と連携した居場所作

りや中学校との連携などをテーマに取組を行い、成果やノウハウの蓄

積ができた。実践成果については、全県立高校で中途退学防止につな

がる取組が行われるよう、取組事例やその成果等を周知し、普及に努

めていく。 

 

生指 

いじめ、暴力 

行為等を許さ 

ない学校づく 

り 

0 

教職員がいじめや暴力行為等に関して課題や対応方法を理

解し、全ての児童生徒にとって安全・安心な学校作りを推進す

るため、年次研修等において関係法令等の周知を図るととも

に、対応の実践力を身に付ける校内研修の積極的な実施を働き

掛ける。 

・各種研修会等における説明 

（初任者研修、５年経験者研修、中堅教諭等資質向上研修） 

・いじめに関する児童生徒向けのアンケートの定期的な実施や

いじめ重大事態等の事例等を通知により周知 

各種研修会等において、「いじめ」の定義やいじめ重大事態の調査に

関するガイドラインの改定内容などについて説明を行った。あわせ

て、児童生徒アンケートの定期的な実施などを、繰り返し学校等に依

頼した。 

これにより、児童生徒アンケートの複数回実施が前年度より増加す

るなど、いじめの未然防止、早期発見・早期対応につながる取組を推

進し、児童生徒のいじめを許さない意識の醸成につなげることができ

た。 

また、年次研修や説明会、通知等の取組により、教職員がいじめや

暴力行為等に関して課題や対応方法の理解を促進することができた。 

しかし、いじめの重大事態に至る事案があるなど、学校の組織的な

早期対応に課題がある。 

生指 
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施策指標の達

成状況・原因

分析 

●小・中学校に在籍する不登校児童生徒が学校内外の機関等で相談・指導を受けた割合（％） 

［出典：文部科学省児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査］ 

生指 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（令和７年度実績値判明 令和８年10月頃の予定） 

【原因分析】 

策定時と比較すると、本指標のうち、学校外では教育支

援センターや民間施設、民間団体、学校内ではスクールカ

ウンセラーや養護教諭による相談・指導等の割合が特に伸

びている。 

小学校へのスクールカウンセラーの配置拡充を行ったこ

とや、学校及び市町村教育委員会による校内支援体制の整

備や関係機関と連携した児童生徒の多様な支援等の充実

を図ったことにより、策定時よりも数値が改善した。 

 

 

 

施策指標の達

成状況・原因

分析 

●公立高等学校における中途退学者の割合（％） ［出典：文部科学省児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査］ 

生指 

全日制                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【原因分析】 

全日制高校のスクールカウンセラーの配置拡充など相

談体制の充実に取り組んでいるものの、学校生活におい

て、新たな人間関係を構築することや、環境の変化に適応

することができず、学校生活や学業に対して前向きに考え

られない状況（学校生活・学業不適応）にあったことなど

により、年度目標に到達していない。 

定時制高校は、様々な課題を抱える生徒が多く入学する

ため、全日制高校に比べると中途退学者の割合は高くなっ

ている。また、全日制高校と同様の理由で、年度目標に到

達していない。 

なお、こうした中途退学の理由（学校生活・学業不適応）

を踏まえ、これまで、生徒がどのような悩みや課題を抱え

ているかを把握し、適切な対応につなげていく必要がある

ことから、心理・福祉分野の専門家であるスクールカウン

セラーやスクールソーシャルワーカーを配置すること等

を通じて、教育相談体制の整備・充実を図ってきた。 

また、学校生活への適応を支援していくため、「高校生

活に関する相談会」を毎年度開催するとともに、地域の多

様な機関等と連携した中途退学防止事業にも取り組み、

ソーシャルスキルトレーニングの実施や学校内での居場

45

55

65

75

85

95

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

実績 59.5 64.5 70.0

年度目標値 79.0 82.0 85.0 85.0 85.0

0.7

0.75

0.8

0.85

0.9

0.95

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

全日制 0.87 0.92 0.88

年度目標値 0.83 0.82 0.81 0.80 0.79
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定時制 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（令和７年度実績値判明 令和８年10月頃の予定） 

所作り、市町村教育委員会と連携した中学校段階からの

キャリア教育などを実施している。 

学識経験者の

意見・提言 

不登校児童生徒の増加を踏まえ、早期発見とスクールカウンセラー等との連携による手厚い支援がますます重要となっている。メタバース空間を活用し

た支援事業は革新的で、多くの子どもたちにとって有意義な学習手段となっている。企業側の参画も拡大しており、今後は学習習慣形成から、児童生徒の希

望に応じて学校復帰へとつなげるための体制や方策の充実も合わせて推進していく必要がある。 

令和５年度から令和６年度にかけて、中学校３年間の不登校生徒数は10,833人から10,696人と減少しているものの、小学校６年間の令和６年度の不登校

児童数が6,342人であることを踏まえると中学校の不登校児童生徒数は多い状況にあり、不登校児童生徒の学びの場の確保に向けた取組が必要と考えられ

る。また、高校中途退学者数は減少傾向にあることは評価できるが、児童生徒の進学先について、定時制や通信制などの選択肢が一般的になりつつある中、

各校種で中途退学者の支援等を行う必要がある。 

今後の取組 

引き続き、学習サポーターを配置し、学力の定着に課題のある生徒を含め、一人一人の状況に応じたきめ細かな学習支援を行うことで、基礎学

力の定着及び学力の底上げを図るとともに、学習意欲の向上を図る。あわせて、学習面でのつまずきに早期に対応することにより、生徒が学校生

活を継続し、主体的に学び続けることができるよう支援していく。 

また、活動する全学習サポーターに対して、活動前研修を実施し、学習支援に係る基礎的な知識、配置校における役割、不祥事防止等について

周知を図っている。今後も、研修内容の充実を図り、各学校における学習支援の質の向上に努めていく。 

高指 

不登校児童生徒に対する支援については、未然防止から早期発見、長期化への対応などに組織的に取り組むことが重要であることから、学校内

においては、不登校対策に関するガイドブックを活用した教職員の理解促進やスクールカウンセラー等の専門職と連携した教育相談体制の整備・

充実を図る。学校外においては、多様な学びの場の充実に向けて、メタバース空間を活用した支援等を通して、不登校児童生徒一人一人のニーズ

に応じた支援の充実に努める。また、中途退学の防止についても目標値の達成に向けて、引き続き好事例の発信等の取組を行っていく。 

生指 

2.00

3.50

5.00

6.50

8.00

9.50

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

定時制 6.20 7.52 6.19

年度目標値 6.00 5.90 5.80 5.70 5.60
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目標 Ⅴ 多様なニーズに対応した教育の推進 

施策 15 一人一人の状況に応じた支援 

主な取組 

○ 経済的に困難な子供への支援 

○ 日本語指導が必要な児童生徒への教育支援 

○ ヤングケアラーへの支援 

○ 学力に課題のある児童生徒への教育支援 

○ ＬＧＢＴＱの児童生徒への支援 

○ 中学校夜間学級の支援 

○ 児童生徒の抱える様々な課題への支援 

担当課 財務課、高校教育指導課、人権教育課、義務教育指導課、生徒指導課 

主な事業 

事業名 
予算額 

（千円） 
事業の概要・実績 事業の自己評価 担当課 

埼玉県国公立

高等学校等奨

学のための給

付金事業(施

策 20 に も 掲

載） 

1,315,485 

教科書費などの授業料以外の教育費負担の軽減を図るため、低所

得世帯を対象に給付金を支給する。 

○支給決定者数：8,570人 

制度の対象となる高校生等に支援が行き渡るよう学校と連携して制

度を周知し、対象となる高校生等へ給付金の支給や奨学金の貸与を行

い、教育費負担の軽減を図り、修学を支援することができた。 

 

財務 

埼玉県高等学

校等奨学金事

業（施策20に

も掲載） 

900,856 

経済的理由により修学が困難な高校生や高等専門学校生等の修学を

支援するため、無利子の奨学金を貸与する。 

○貸与者数：2,829人 

・国公立学校：877人 

・私立学校：1,952人 

いじめ･不登

校対策相談事

業（施策７、

14、17にも掲

載） 

1,221,256 

（給与費

含む） 

生徒指導上の諸課題に対応するため、教育相談体制を整備・充実する。 

〇スクールカウンセラー（ＳＣ）の配置（心理に関する支援） 

・配置先：小学校677校、中学校352校、全日制高等学校30校、 

定時制高等学校10校、教育事務所４所、総合教育センター  

・オンライン相談を週５日実施。 

〇中学校相談員配置助成事業 

中学校相談員を配置する市町村に対する助成金の交付 

・助成先：62市町村 

令和７年度も引き続き、ＳＣ・ＳＳＷともに全公立学校において利

用できる体制を整備した。 

児童生徒とその保護者からの相談に対応するほか、教職員に対して

心理の面から支援に関する指導・助言を行うなどの活動を通じて、学

校の教育相談力の向上を図ることができた。 

相談員を配置する市町村（さいたま市を除く。）に対し助成するこ

とにより、全公立中学校において相談員が配置され、学校の教育相談

体制の充実を図ることができた。 

生指 
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一方で、教育相談体制の整備については、全国的な不登校児童生徒

の増加やヤングケアラーの認知度向上などの心理的・福祉的ニーズの

高まりに対して、現状の配置が適正なものか、また、現在配置されて

いるＳＣ・ＳＳＷ等が十分に活用されているのかについては確認の必

要があり、ニーズに応え得る体制の整備について引き続き検証・検討

していく必要がある。 

145,337 

（給与費

含む） 

【スクールソーシャルワーカーの配置】 

生徒指導上の諸課題に対応するため、教育相談体制を整備・充実する。 

・配置先：59市町村、全日制高等学校24校、定時制高等学校８校、 

教育事務所４所 

・オンライン相談を週２日実施。 

令和７年度も引き続きＳＳＷについては全公立学校において利用で

きる体制を整備した。 

児童生徒とその保護者からの相談に対応するほか、教職員に対して

福祉の面から支援に関する指導・助言を行うなどの活動を通じて、学

校の教育相談力の向上を図ることができた。 

生指 

9,919 

（給与費

含む） 

【ＳＣ・ＳＳＷによるオンライン相談】 

対面での相談が難しい生徒やＳＣ等を直接配置していない学校の教

職員からの支援に関する相談を実施するため、オンラインツールを活用

して相談等を実施する。 

〇スクールカウンセラーによるオンライン相談の実施（週５日） 

・相談実績：延べ相談件数 132件 

〇スクールソーシャルワーカーによるオンライン相談の実施（週２日） 

・相談実績：延べ相談件数 １件 

対面での相談に抵抗のある生徒や、ＳＣ等を直接配置していない学

校の教職員からの支援に関する相談などについて、オンラインツール

を活用して相談や助言を行うことができた。 

一方で、前年度に比べると相談件数は増加しているものの、活動日

数に対して相談実績が少ないことから、より多くの生徒・保護者や教

職員からの相談を受けられるよう効果的な広報活動等について検討し

ていく必要がある。 

生指 

課題を抱える

生徒のための

学習支援プラ

ン（施策１、14

にも掲載） 

43,803 

【日本語支援】 

日本語指導が必要な生徒が多く在籍する高校に日本語支援員を配置

するとともに、母語支援員（通訳）の派遣等による支援を行う。 

○日本語支援員の配置：全日制35校、定時制16校 

○戸田翔陽高校にてオンライン日本語教室を配信 

○日本語支援員交流会の実施 

○日本語支援に係る教職員研修会の実施 

日本語支援員の配置により、日本語指導が必要な生徒が安心して学

習できる環境を一定程度整備することができたが、他方で、対象生徒

の増加等の状況から、日本語支援員の配置の更なる充実等の課題があ

る。 高指 

16,113 

【学習支援】 

生徒の基礎学力の定着及び学習意欲の向上を図るため、県立高校

に学習サポーターを配置する。指定校は、授業及び長期休業中の講

義等において学習サポーターを活用した学習支援を実施するとと

もに、生徒の実態に応じた学習指導や教育課程の編成等について研

究し、組織的に授業改善に取り組む。また、生徒の状況等を踏まえ

必要に応じＩＣＴを活用した基礎学力の定着の徹底にも取り組む。 

 

全日制 25校 定時制 21校 

学習サポーターを活用した取組が進むことで、学習支援を受けた生

徒のうち、79.3％が学習への意欲が向上し78.6％が授業への理解を深

めることができた。また、学習サポーターに対し、本事業への理解を

深めることが課題であったため、令和５年度から活動前研修を実施し

学習支援に係る基礎的な知識や配置校での役割、不祥事防止などの内

容を取り上げている。 

高指 
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帰国児童生徒

等への教育充

実・サポート

事業 

248 

日本語指導に係る教員に対して、初歩的な日本語指導の方法や指

導する際の留意点について理解を深めさせるため、研修会を実施す

る。（「特別の教育課程」の編成方法等を含む。）             

また、帰国・外国人児童生徒の学習面や学校生活面での支援を行

うために、帰国児童生徒等支援アドバイザーや国際交流員（ＣＩＲ）

を学校に派遣する。 

・令和７年度国際交流員学校等派遣回数：82回 

・帰国児童生徒等支援アドバイザー等相談件数：366件 

市町村教育委員会から報告される日本語指導を必要とする児

童生徒に基づき、教員を配置することができた。 

 ５月と７月に日本語指導研究協議会を実施し、経験年数に応じ

た３コースを開設し研修を行うことで、日本語指導に係る担当教

員の指導力の向上を図ることができた。令和８年度においては、

教員研修を抜本的に拡充し、初任者研修と中堅教諭資質向上研修

に日本語指導の内容を追加するとともに、日本語能力に応じた指

導を進めるなど、児童生徒への教育支援の充実を推進することが

必要であり、県や地域の日本語指導リーダーとなる教員を育成す

るため、総合教育センターが実施する特定研修において日本語能

力を客観的に判断する方法に係る内容を実施していく。 

帰国児童生徒等支援アドバイザーについて、周知を図ったこと

で、学校からの要請に基づき、帰国児童生徒等支援アドバイザー

や国際交流員を派遣し、面談や保護者説明会、教育相談での通訳

や電話相談を実施し、学習面や生活面での支援を行うことができ

た。 

義指 

学校における

ヤ ン グ ケ ア

ラー支援事業 

4,444 

ヤングケアラーに関する理解促進のため、市町村を対象として、

ヤングケアラーの専門家及び元ヤングケアラーを講師として招へ

いし、講演会等を行うヤングケアラーサポートクラスを実施する。 

 ヤングケアラーに関する理解促進のため、県立高校を対象とし

て、ヤングケアラーに関する授業と学校の実情に応じたヤングケア

ラー支援策をセットにした自走式ヤングケアラーサポートクラス

を実施する。 

ヤングケアラーに対して、福祉分野と教育分野が連携して適切な

支援を行う体制を構築するため、市町村福祉関係課職員、教育委員

会職員、学校の教職員等を対象とした合同研修会を実施する。 

○ヤングケアラーサポートクラス 

・対象：16市町村 

○自走式ヤングケアラーサポートクラス 

・対象：県立学校42校 

○【福祉部主催】ヤングケアラー支援のための教育・福祉合同研修会 

・対象：５地区 

・参加者数：合計339人 

市町村や県立高校を対象としたヤングケアラーサポートクラス

での授業や講演会等において、ヤングケアラーに関する基本知識

の説明や相談窓口の紹介等を行うことにより、児童生徒と教職員

の理解を深めることができた。 

 今後はヤングケアラーサポートクラス及び自走式ヤングケア

ラーサポートクラスを実施していない市町や県立高校において、

令和８年度までに計画的に実施できるよう進めていく。 

ヤングケアラー支援のための教育・福祉合同研修会では、例年、グ

ループワークが参加者から高評価を得ているため、令和７年度は、一

部の講義を事前の動画配信とすることで、グループワークの時間を十

分確保することができた。また、具体的な事例を基に、参加者同士が

積極的なコミュニケーションを図りながら、演習・協議を行うことで、

お互いの理解を深め、教育と福祉との連携を強化することができた。 

今後も教育と福祉が連携した、切れ目ない教育相談体制が充実する

よう研修会の内容を検討していく。 

人権 
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放課後子供教

室 推 進 事 業

（施策23にも

掲載） 

11,022 

【中学生学力アップ教室】 

地域の人材等を活用し、学習が遅れがちな中学生等に対して地域と学

校の連携・協働による学習支援を行うため、子供たちが安心して学習で

きる環境を整備するとともに、地域全体で子供たちを育む体制作りを推

進する。 

○補助金交付による市町村の取組への支援 

・学力アップ教室の実施（12市町66校） 

○情報発信 

・実践事例集の作成と周知 

実施市町からは、参加生徒の学習意欲の向上や学習習慣の確立とと

もに、基礎学力の向上等の成果が報告されている。 

参加者からは「わからないところがあるとわかりやすく教えてもら

えて質問もしやすく学習意欲が湧いた。」「周りが勉強している姿に

刺激を受ける。この環境で自分もがんばりたい。」などの声が聞かれ

た。また、県では教室を視察することで、コーディネーターがどのよ

うに活用されているかを確認し、情報共有を進めている。 

このように、地域の人材等を活用して学びの場の創出を支援するこ

とで、安心して学習できる環境作りにつながり、学習が遅れがちであっ

た中学生等のつまずきの解消を図るなど、地域と学校の連携・協働に

よる学習支援を行うことができた。 

義指 

性の多様性を

尊重した教育

推進事業 

3,740 

さいたま市を除く市町村立中学校及び県立学校を対象に性的指

向・性自認に関して専門的な助言・指導を要する学校への相談支援

を実施する。 

性的指向・性自認に関する悩みを家庭や学校で打ち明けることが

困難な中学生・高校生を対象として、オンライン上で悩みを抱える

生徒同士の交流会を実施する。 

教職員が児童生徒から性の多様性に関する相談を受けた際に、適

切に対応を行えるよう、「性の多様性に係る相談対応ハンドブック

（教職員用）」の活用を促進する。 

性的指向・性自認に関する悩みを持つ児童生徒が、安心して学校

生活を送ることができるようにするため、「学校における性の多様

性尊重取組シート」を活用し学校の組織的な取組を促進する。 

保護者向け動画「ＬＧＢＴＱについてみんなで学ぼう」を活用し、

保護者の性の多様性に関する理解増進を図る。 

さいたま市を除く小学校５年生から高校３年生までを対象に啓

発用リーフレットを配布する。 

○ＬＧＢＴＱに係る学校支援の実施 

・対象：さいたま市を除く市町村立中学校及び県立学校 

・実施回数：20回 

○オンラインサロンの実施 

・対象：中学生・高校生 

・実施回数：年３回 

・参加者数：25人 

○性の多様性に係る「児童生徒用リーフレット」及び指導資料集配 

 布 

ＬＧＢＴＱに係る学校支援を実施した学校では、専門家が生徒向け

講演会や教職員向け研修会、相談支援を行うことで、生徒の理解促進

や性的指向・性自認に悩む児童生徒が安心して過ごせる学校づくりに

寄与できた。令和７年度は、相談支援の実施回数が令和６年度より増

加し、学校において性的指向・性自認に悩む生徒を支援する際に、専

門家の知見を踏まえた支援を実施することができた。 

オンラインサロンは、参加者から高い評価を得ることができ、性的

指向・性自認に関する悩みを持つ中学生・高校生が安心して自身の悩

みを吐き出せる場となった。 

「性の多様性に係る相談対応ハンドブック（教職員用）」及び「学

校における性の多様性尊重取組シート」について、県が主催する研修

等の機会を通じて活用を働き掛けることにより、学校の組織的な取組

や相談支援体制についての確認や改善を促すことができた。 

保護者向け啓発動画のＰＴＡ活動や保護者会での活用を促進するた

め、本動画の活用例を記載したガイドブックについて、県が主催する

研修等の機会を通じて活用を働き掛けることにより、保護者の性の多

様性に関する理解増進を図ることができた。 

性の多様性に係る児童生徒用リーフレット及び指導資料集の活

用を働き掛けることで、児童生徒の性の多様性に関する理解促進

を図ることができた。 

どの学校にも性的マイノリティである児童生徒がいる可能性がある

ことから、引き続き、児童生徒と教職員の理解促進に取り組むととも

に、一人一人の児童生徒が安心して過ごせる学校作りのため、必要な

支援を充実させていく。 

人権 
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県立学校大規

模改修費（施

策 20 に も 掲

載） 

6,415,396 

施設の快適性を確保するため、大規模改修等に合わせて、トイレ

改修を実施する。 

○ＬＧＢＴＱ対応トイレの整備状況 

・高校135/137校、特支31/37校 

 

未整備の学校への対応は大規模改修工事や中間改修工事に合わ

せて整備を行うこととしており、計画どおり実施した。 

財務 

快 適 ハ イ ス

クール施設整

備費（施策20

にも掲載） 

3,993,921 

ＳＮＳを活用

した教育相談

体制整備事業

（施策７、14

にも掲載） 

18,729 

県内の中学生・高校生が抱える様々な悩みや不安等に対応するため、

ＳＮＳを活用した相談窓口を開設する。 

・対象：さいたま市立学校を除く県内国・公・私立中高生 

    （約330,000人） 

・相談実績：実相談者数605人、延べ相談件数1,463件 

令和７年度は広報カードの配布に加え、リーフレットを用いた広報

など窓口周知に引き続き努めた。 

相談者アンケートにおいては、相談をした者のうち、約73％の子ど

もが「気持ちが軽くなった」と回答するなど、県内の中学生・高校生

が抱える様々な悩みや不安等に寄り添った対応ができた。 

また、昨年度に比して、実相談者数、延べ相談件数が増加している

ことを踏まえて、引き続き、より多くの子供に当窓口を活用してもら

えるような体制や効果的な広報活動を実施していく。 

 

生指 

施策指標の達

成状況・原因

分析 

●帰国・外国人児童生徒に日本語指導ができる教員数（人） ［出典：埼玉県による実績調査］ 

義指 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【原因分析】 

主な要因としては、県内の日本語指導が必要な児

童生徒の数が、平成28年から令和５年の７年間で約

２倍の3,870人と急増しており、教員の日本語指導に

関する研修ニーズが高まっていると考えられる。 

また、これまで、市町村教育委員会に向けて、教員

が日本語指導研究協議会に参加するよう協力を呼び

掛けてきた。それに加えて、令和７年度から市町村教

育委員会の担当者と、今後の日本語指導の在り方に

ついて研究協議する場の実施形態を変更し、受講者

のニーズに応えられるようにした。こうした取組に

より、予定人数（100人）を超える教員の参加があり、

目標以上の水準にある。 
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学識経験者の

意見・提言 

外国人児童生徒の増加により、教育現場では多文化対応が求められており、教員の負担は大きくなっているのではないかと推察される。こうした状況に対

応するため、日本語指導ができる教員の育成・確保や、帰国児童生徒の専門的支援を行う体制の拡充が不可欠であり、今後も積極的な取組が必要と考える。

また、ヤングケアラーなど児童生徒一人一人の状況に教職員が気付き、適切にサポートできるような体制作りを引き続きしっかり対応いただきたい。 

教員不足を解消するため、教員養成のカリキュラムを軽くし、教員を確保していく方向にあるが、現場に出て教員が戸惑うケースが多くなることが想定さ

れる。そのため、例えば日本語指導をできるようにするための研修など、県による研修システムの整備は重要である。 

研修の効果や教員のニーズを把握するため、受講教員の意見や改善点を積極的に収集し、研修内容や指導方法の改善に反映させる仕組み作りが必要であ

る。 

今後の取組 

経済的に困難を抱える高校生等に対して、給付金の支給や奨学金の貸与を行い、負担の軽減を図る。このほか、大規模改修工事や中間改修工事

に併せてＬＧＢＴＱに対応したトイレの改修を行うなど、多様なニーズに対応できる施設整備を行っていく。 
財務 

高等学校においては、帰国・外国人生徒が在籍する学校に対して配置されている日本語支援員による支援の充実を図りながら教職員の負担を軽

減し、オンライン日本語教室の実施等、海外にルーツを持つ生徒が安心して学習できる環境を整備していく。 
高指 

ヤングケアラーへの支援については、教職員が児童生徒との信頼関係を築き、適切に支援を行えるよう、引き続き、市町村や県立高校を対象と

したヤングケアラーサポートクラスを計画的に実施していく。また、ヤングケアラー支援のための教育・福祉合同研修会においては、より効果的

な研修となるよう内容の検討を進めることで、教育と福祉が連携した切れ目のない教育相談体制の充実を図っていく。 

 性的指向・性自認に悩む児童生徒への支援については、性の多様性に係る学校支援やオンラインサロンの実施、教職員の理解増進を目的とした

校内研修の働き掛け、各種資料配布による性の多様性の尊重についての啓発などを通じて、引き続き、一人一人の児童生徒が安心して過ごせる学

校作りのため、必要な支援を充実させていく。 

人権 

日本語指導ができる教員の育成・確保については、県立総合教育センターと連携した研修の充実や、外国人児童生徒が多い市町村と日本語指導

の推進に関するモデル事業を実施し、今後成果を県内に広めることで、指導方法や指導体制の充実に取り組んでいく。 

県が市町村に対して行う「学校における日本語指導に関する状況調査」や、日本語指導研修の受講者アンケートを基に日本語指導に関する現場

のニーズを把握し、日本語指導に関する研修の改善を行っていく。 

また、当課所属の「帰国・外国人児童生徒支援等アドバイザー」により、学校、帰国外国人児童生徒及びその保護者への専門的支援を引き続き

行っていく。 

義指 

児童生徒の悩みや不安に対応するため、引き続き、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等の専門職を配置することによる学校

内の教育相談体制の充実と、電話相談やＳＮＳ相談窓口の整備等による学校外の相談体制の充実に取り組んでいく。 
生指 


